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第１章 総則 

（法人及び大学の名称) 

第１条 この法人は，国立大学法人法（以下「法人法」という。）に基づき，国立大学法人愛知教育

大学と称する。この法人が設置する国立大学の名称は愛知教育大学とする。 

（所在地） 

第２条 この法人の主たる事務所及び大学の所在地は愛知県刈谷市井ヶ谷町広沢 1番地とする。 

第２章 国立大学法人愛知教育大学 

第１節 法人の目的及び業務 

（法人の目的） 

第３条 国立大学法人愛知教育大学（以下「法人」という。）は，法人法に基づき，教育研究に対 

する国民の要請に応え，我が国の高等教育及び学術研究の水準の向上と均衡ある発展を図るた 

め，国立大学として愛知教育大学（以下「本学」という。）を設置し，学校教育法，法人法及び 

その他の法令により本学を運営することを目的とする。 

（業務の範囲等） 

第４条 法人は，法人法第２２条に定める業務を行う。 

第２節 役員及び職員 

（役員） 

第５条 法人に役員として，学長，理事及び監事を置く。 

２ 学長は，第２０条に定める学長となる。 

３ 常勤の理事は，第２１条に定める副学長となる。 

４ 第１項に規定する者の職務，選考，任期その他必要な事項は，別に定める。 

（職員） 
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第６条 法人に，次の職員を置く。 

(1) 教育職員 

(2) 事務職員 

(3) その他の職員 

２ 職員に関し，必要な事項は，別に定める。 

第３節 資本金及び事業年度 

（資本金） 

第７条 法人の資本金は，法人法第７条に定めるところにより，政府から出資のあったものとされ 

た金額とする。 

（事業年度） 

第８条 法人の事業年度は，毎年４月１日に始まり翌年３月３１日に終わる。 

２ 事業に係る法人の会計に関し，必要な事項は，別に定める。 

第３章 法人及び大学の運営組織 

第１節 役員会，学長選考会議，経営協議会，教育研究評議会，教授会及び役員部局長会 

 議 

（役員会） 

第９条 法人法第１１条の規定に基づき，学長の決定に先立ち，法人の重要事項について審議する 

ため，法人に役員会を置く。 

２ 役員会に関し，必要な事項は，別に定める。 

（学長選考会議） 

第１０条 法人法第１２条の規定に基づき，学長候補者選考等を行うため，法人に学長選考会議を 

置く。 

２ 学長選考会議に関し，必要な事項は，別に定める。 

（経営協議会） 

第１１条 法人法第２０条の規定に基づき，経営に関する重要事項を審議するため，法人に経営協 

議会を置く。 

２ 経営協議会に関し，必要な事項は，別に定める。 

（教育研究評議会） 

第１２条 法人法第２１条の規定に基づき，教育研究に関する重要事項を審議するため，法人に教 

育研究評議会を置く。 

２ 教育研究評議会に関し，必要な事項は，別に定める。 

（教授会） 

第１３条 学校教育法第９３条の規定に基づき，教育研究に関する事項について審議するため，本 

学に教授会を置く。 

２ 教授会に関し，必要な事項は，別に定める。 

（役員部局長会議） 
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第１４条 本学の意思決定と執行を円滑に行うため，役員部局長会議を置く。 

２ 役員部局長会議に関し，必要な事項は，別に定める。 

第２節 教職員会議及び職員会議 

（教職員会議及び職員会議） 

第１５条 本学に教職員会議及び職員会議を置く。 

２ 教職員会議及び職員会議に関し，必要な事項は，別に定める。 

第３節 各種委員会等 

（各種委員会等） 

第１６条 法人又は本学に，大学運営に関する特定の事項を審議するため，各種の委員会等を置く 

ものとする。 

２ 各種の委員会等に関し，必要な事項は，別に定める。 

第４節 事務組織 

（事務局） 

第１７条 法人又は本学の業務を円滑に行うため，事務局を置き，事務局に事務組織を置く。 

２ 事務局に，事務局長を置く。 

３ 事務局に関し，必要な事項は，別に定める。 

（監査室） 

第１７条の２ 法人の業務の適正かつ効果的な執行に資するため，監査室を置く。  

２ 監査室に関し，必要な事項は，別に定める。 

第４章 愛知教育大学 

第１節 大学の目的 

（大学の目的) 

第１８条 本学は，愛知教育大学憲章を踏まえ，学術の中心として，深く専門の学芸を教授研究す 

るとともに，幅広く深い教養及び総合的な判断力を培い，豊かな人間性を涵養する学問の府とし 

て，大学の自治の基本理念に基づき，教育研究活動を通して世界の平和と人類の福祉及び文化と 

学術の発展に努める。 

第２節 自己点検・自己評価 

（自己点検・自己評価） 

第１９条 本学は，教育研究水準の向上に資するため，本学の教育及び研究，組織及び運営並びに 

施設及び設備の状況について自ら点検及び評価を行い，その結果を公表するものとする。 

２ 前項の点検及び評価に関し，必要な事項は，別に定める。 

第３節 大学の構成員 

3



（学長) 

第２０条 本学に学長を置く。 

（副学長) 

第２１条 本学に副学長を置き，学長の職務を助ける。 

（学長補佐） 

第２１条の２ 本学に，学長の職務を補佐するため，学長補佐を置くことができる。 

（大学の構成員) 

第２２条 本学の構成員は学部及び大学院学生，大学教職員，附属学校教職員等とする。 

（大学の教員) 

第２３条 本学に，大学教員として教授，准教授，講師，助教，助手を置く。 

第４節 学部，大学院及び専攻科 

（学部） 

第２４条 本学に教育学部（以下｢学部｣という。）を置く。 

２ 学部に次の課程を置く。 

(1) 学校教員養成課程 

(2) 教育支援専門職養成課程 

３ 学校教員養成課程及び教育支援専門職養成課程に，履修上の区分として，別表第１に掲げる専 

攻又はコースを置く。 

４ 学部に研究組織として別表第２第１欄に掲げる学系を置き，当該学系は，同表の第２欄に掲げ 

る講座及び別に定めるところにより講座に所属しない専任の教員を配置したセンターをもって構 

成する。 

５ 第２項の課程における教育は講座が担当し，附属施設（第２８条又は第２８の２の規定による 

ものをいう。以下次条において同じ。）は当該教育に協力することができる。 

６ 学系の運営を掌理するため，各学系に学系長を置く。 

７ 学部及び学系の運営に関し，必要な事項は，別に定める。 

（大学院） 

第２５条 本学に，大学院教育学研究科（以下「教育学研究科」という。）を置く。 

２ 教育学研究科に次の課程を置く。 

(1) 専門職学位課程（以下「教職大学院の課程」という。） 

(2) 修士課程 

(3) 後期３年の課程のみの博士課程（以下「後期３年博士課程」という。） 

３ 前項の研究科及び課程に，次の表に掲げる専攻を置き，専攻における教育研究は前条第５項に 

定める講座等が担当する。ただし，共同教科開発学専攻における教育研究は，前条第５項に定め 

る講座と静岡大学大学院教育学研究科が共同で担当する。 

研究科及び課程 専攻 

教育学研究科 

教職大学院の課程 
教育実践高度化専攻 
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教育学研究科 

修士課程 
教育支援高度化専攻 

教育学研究科 

後期３年博士課程 
共同教科開発学専攻 

４ 附属施設は，前項の専攻における教育研究に協力することができる。 

５ 第３項の専攻に，履修上の区分として，別表第３に掲げるコースを置く。 

６ 大学院の運営に関し，必要な事項は，別に定める。 

（特別支援教育特別専攻科） 

第２６条 本学に特別支援教育特別専攻科（以下「専攻科」という。）を置く。 

２ 専攻科に関し，必要な事項は，別に定める。 

（６年一貫コース） 

第２６条の２ 本学に学部と教職大学院の課程の連携による６年一貫教員養成コース（以下「６年 

一貫コース」という。）置く。 

２ ６年一貫コースについて必要な事項は，別に定める。 

第５節 附属施設等 

（附属図書館） 

第２７条 本学に，附属図書館を置く。 

２ 附属図書館に関する事項を掌理するため，館長を置く。 

３ 附属図書館に関し，必要な事項は，別に定める。 

（センター） 

第２８条 本学に，次のセンターを置く。 

(1) 教職キャリアセンター 

(2) 教育臨床総合センター 

(3) 国際交流センター 

(4) 地域連携センター 

(5) 科学・ものづくり教育推進センター 

(6) 健康支援センター 

(7) ＩＣＴ教育基盤センター 

(8) キャリア支援センター 

(9) 教員養成開発連携センター 

(10) 日本語教育支援センター 

(11) インクルーシブ教育推進センター 

２ センターに関する事項を掌理するため，各センターにセンター長を置く。 

３ センターに関し，必要な事項は，別に定める。 

（なんでも相談室）  

第２８条の２ 本学に，なんでも相談室を置く。  

２ なんでも相談室に関する事項を掌理するため，室長を置く。 
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３ なんでも相談室に関し，必要な事項は，別に定める。  

（附属学校） 

第２９条 本学に，附属幼稚園，附属名古屋小学校，附属岡崎小学校，附属名古屋中学校，附属岡 

崎中学校，附属高等学校及び附属特別支援学校（以下「附属学校」という。）を置く。 

２ 附属学校を統括するため附属学校部を置き，その長として附属学校部長を置く。 

３ 学長の命を受け，校務を掌理するため，附属学校に校長（幼稚園にあっては園長と称す。）を 

置く。 

４ 附属学校に，教頭（幼稚園は除く。），教諭，養護教諭を置く。また，副校長（幼稚園にあっ 

ては，副園長。），主幹教諭，栄養教諭その他必要な職員を置くことができる。 

５ 附属学校に関し，必要な事項は，別に定める。 

第６節 教育内容等の改善のための組織的な研修等 

（組織的研修等） 

第３０条 本学の教育内容及び教育方法の改善を図るため，組織的な研修及び研究を実施する。 

第５章 学部及び大学院通則 

第１節 学年，学期及び休業日 

（学年及び学期） 

第３１条 学年は，４月１日に始まり翌年３月３１日に終わる。 

２ 学年を分けて次の２学期とする。 

 前期  ４月１日から ９月３０日まで 

 後期 １０月１日から翌年３月３１日まで 

（休業日） 

第３２条 休業日は，次のとおりとする。 

 日曜日（大学院を除く。） 

 土曜日（大学院を除く。） 

 国民の祝日に関する法律に規定する休日 

 春季休業，夏季休業及び冬季休業 

２ 春季休業，夏季休業及び冬季休業については，別に定める。 

３ 第１項に定めるもののほか，臨時の休業日は，学長が必要に応じて定める。 

第２節 入学，編入学，転入学及び再入学の時期 

（入学の時期） 

第３３条 入学，編入学，転入学及び再入学の時期は，学年の始めとする。ただし，教育上支障が 

ないときは，学期の始めとすることができる。 

第３節 学生の定員及び入学等  

（収容定員等） 

6



第３４条 学部の入学定員，編入学定員及び収容定員は，別表第４のとおりとする。 

２ 教育学研究科の入学定員及び収容定員は，別表第５のとおりとする。 

３ 専攻科の入学定員及び収容定員は，別表第６のとおりとする。 

（入学の出願） 

第３５条 本学に入学を志願する者は，本学が別に定める額の検定料を添え所定の期日までに入学 

願書を提出しなければならない。 

２ 検定料の納入等に関し，必要な事項は，別に定める。 

（合格者の決定） 

第３６条 入学志願者に対しては，学力試験等により選考のうえ，教授会の議を経て，合格者を決 

定する。 

２ 合格者の選考方法は，別に定める。 

（入学手続き） 

第３７条 前条の合格者で入学を希望する者は，所定の期日までに，別に定める書類を提出すると 

ともに，第５１条に定める入学料を納めなければならない。 

２ 納付された入学料は，返還しない。 

３ 第１項の規定にかかわらず特別の事由又は経済的理由により入学料の納付が著しく困難な者に 

対しては，入学料を免除（ただし，特別の事由に限る。）又は徴収を猶予することができる。 

４ 前項に規定する入学料の免除及び徴収猶予に関し，必要な事項は，別に定める。 

（入学許可） 

第３８条 学長は，前条の規定により入学手続を完了した者（入学料の免除又は徴収猶予を申請 

し，受理された者を含む。）に対し，入学を許可する。 

第４節 教育課程，履修方法，授業の方法及び単位 

（教育課程及び履修方法） 

第３９条 教育課程及び履修方法は，別に定める。 

（授業の方法） 

第４０条 授業は，講義，演習，実験，実習若しくは実技のいずれかにより，又はこれらの併用に 

より行う。 

２ 前項の授業は，文部科学大臣が別に定めるところにより，多様なメディアを高度に利用して， 

当該授業を行う教室等以外の場所で履修させることができる。 

３ 第１項の授業の一部は，文部科学大臣が別に定めるところにより，校舎及び附属施設以外の場 

所で行うことができる。 

（単位制） 

第４１条 授業科目の履修は，単位制とする。 

２ 単位の認定は，試験，論文，報告書その他による成績審査によらなければならない。 

（教員免許状取得のための単位） 

第４２条 教員の免許状授与の所要資格を取得しようとする者は，教育職員免許法及び教育職員免 

許法施行規則に定める所定の単位を修得しなければならない。 
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２ 前項の規定により学部，教職大学院の課程及び専攻科において所定の単位を修得した者が取得 

できる教育職員免許状の種類は，別表第７のとおりとする。 

第５節 休学，復学，再入学，転入学，退学，転学，留学及び除籍 

（休学） 

第４３条 病気又はその他特別の事由により引続き３か月以上修学不能のときは，役員部局長会議 

の議を経て，休学することができる。 

２ 休学期間は，通算して２年を超えることはできない。ただし，病気による休学の場合，その病 

状により更に１年間，休学期間を延長することができる。 

３ 休学期間は，第６５条及び第７６条に規定する在学期間に算入しない。 

（復学） 

第４４条 休学期間中にその事由が解消したときは，学長に願い出て，復学することができる。 

（再入学） 

第４５条 本学に再入学を志願する者については，役員部局長会議の議を経て入学を許可すること 

ができる。 

２ 再入学に関し，必要な事項は，別に定める。 

（転入学） 

第４６条 本学に転入学を志願する者については，教授会の議を経て，入学を許可することができ 

る。 

２ 転入学に関し，必要な事項は，別に定める。 

（退学） 

第４７条 退学しようとする学生は，その事由を記載した書面を添えて学長に願い出なければなら 

ない。 

２ 退学の許可は，役員部局長会議の議を経て，学長が行う。 

（転学） 

第４８条 他の大学あるいは大学院に転学しようとするときは，その事由を記載した書面を提出 

し，学長の許可を得なければならない。 

２ 転学の許可は，役員部局長会議の議を経て，学長が行う。 

（留学） 

第４９条 学生が外国の大学あるいは大学院で学修しようとするときは，学長に願い出て，留学の 

許可を得なければならない。 

２ 留学の許可は，役員部局長会議の議を経て，学長が行う。 

３ 前２項により留学した場合は，第６５条及び第７６条に定める在学期間を，２年を超えない範 

囲内で延長することができる。 

（除籍） 

第５０条 学生が次の各号の一に該当するときは，役員部局長会議の議を経て学長は除籍しなけれ 

ばならない。 

(1) 死亡又は，行方不明の届出があったとき。 
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(2) 所定の在学期間を超えたとき。 

(3) 入学料の免除及び徴収猶予を不許可された者並びに入学料の一部について免除及び徴収猶予 

を許可された者が，所定の期日までに入学料を納付しなかったとき。 

(4) 授業料の納付を怠り，督促してもなお納付しなかったとき。 

第６節 検定料，入学料及び授業料 

（授業料等の額） 

第５１条 検定料，入学料及び授業料の額に関し，必要な事項は，別に定める。 

（授業料の納入） 

第５２条 授業料は，年額の２分の１に相当する額を次の２期にそれぞれ納めなければならない。 

 前期分 ４月１日から ４月３０日まで 

 後期分 １０月１日から１０月３１日まで 

２ 前項の規定にかかわらず，本人の申し出により，前期分の授業料を納める時に，当該年度の後 

期分の授業料を併せて納めることができる。 

３ 第１項の規定にかかわらず，経済的理由によって同項の納付期限までに授業料の納付が困難で 

ある場合には，別に定めるところにより，許可を得て，月割で納めることができる。 

４ その他授業料の納入に関し，必要な事項は，別に定める。 

（授業料の免除等） 

第５３条 経済的な理由その他特別な理由により，授業料の納付が困難な者に対しては，その者の 

願い出により授業料を免除若しくはその徴収を一定期間猶予することがある。 

２ 前項に規定する授業料の免除及び徴収の猶予に関し，必要な事項は，別に定める。 

（授業料の返還） 

第５４条 納付された授業料は，返還しない。 

２ 前項の規定にかかわらず，第５２条第２項の規定により当該年度の後期分に係る授業料を納入 

した者が，後期分に係る授業料の納期前に休学又は退学した場合は，その者の申し出により後期 

分の授業料に相当する額を返還する。 

（休学期間中の授業料） 

第５５条 休学期間中の授業料は免除する。 

２ 休学期間中の授業料に関し，必要な事項は，別に定める。 

（転学，退学又は停学の場合の授業料） 

第５６条 年度の途中において転学又は退学した場合は，その期分の授業料を徴収する。 

２ 停学期間中の授業料は徴収する。 

第７節 表彰及び懲戒 

（表彰） 

第５７条 学長は，学術，課外活動及び社会的活動等が優れた学生を表彰することができる。 

２ 表彰に関し，必要な事項は，別に定める。 

（懲戒） 
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第５８条 学長は，教育上必要と認めたときは，役員部局長会議の議を経て学生を懲戒する。 

２ 懲戒の種類は，退学，停学及び訓告とする。 

３ 前項に規定する停学の期間は，これを修業年限に算入せず，在学期間に算入する。ただし，停 

学の期間が１月を超えないときは，役員部局長会議の議を経て修業年限に算入することができ 

る。 

４ 懲戒に関し，必要な事項は，別に定める。 

第８節 研究生，科目等履修生，特別聴講学生，内地留学生及び外国人留学生 

（研究生，科目等履修生，特別聴講学生，内地留学生） 

第５９条 本学に，研究生，科目等履修生，特別聴講学生及び内地留学生として入学を希望する者 

がある場合は，選考の上，これを許可する。 

２ 研究生，科目等履修生，特別聴講学生及び内地留学生に関し，必要な事項は，別に定める。 

（外国人留学生） 

第６０条 外国人で，大学等において教育を受ける目的をもって入国し，学生，研究生又は科目等 

履修生として本学に入学を許可された者を外国人留学生という。 

２ 外国人留学生は，定員外とすることができる。 

３ 外国人留学生に関し，必要な事項は，別に定める。 

第９節 学生宿舎 

（学生宿舎） 

第６１条 本学に，学生宿舎を置く。 

２ 学生宿舎に関し，必要な事項は，別に定める。 

（寄宿料） 

第６２条 寄宿料は，本学が別に定める額とする。また納入に関する事項については，別に定め 

る。 

２ 納入された寄宿料は返還しない。 

第６章 教育学部 

第１節 教育学部の目的 

（目的） 

第６３条 学校教員養成課程は，多様な教員養成プログラムを通して，平和な未来を築く子どもた 

ちの教育を担う優れた教員の養成をめざすことを目的とする。 

２ 教育支援専門職養成課程は，心理・社会福祉・教育行政等の専門性を深め，教育活動と子ども 

たちを支援する専門職の養成をめざすことを目的とする。 

３ 前２項の課程に置く専攻及びコースの教育研究上の目的は別に定める。 

第２節 修業年限及び在学期間 

（修業年限） 
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第６４条 学部の修業年限は，４年とする。 

（在学期間） 

第６５条 学部の在学期間は，８年とする。 

第３節 入学資格 

（入学資格） 

第６６条 学部に入学することができる者は，次の各号の一に該当する者とする。 

(1) 高等学校若しくは中等教育学校を卒業した者 

(2) 通常の課程による１２年の学校教育を修了した者（通常の課程以外の課程により，これに相 

当する学校教育を修了した者を含む。） 

(3) 外国において学校教育における１２年の課程を修了した者又はこれに準ずる者で文部科学大 

臣の指定したもの 

(4) 文部科学大臣が高等学校の課程と同等の課程を有するものとして認定した在外教育施設の当 

該課程を修了した者  

(5) 専修学校の高等課程（修業年限が３年以上であることその他の文部科学大臣が定める基準を 

満たすものに限る。）で文部科学大臣が別に指定するものを文部科学大臣が定める日以後に修 

了した者 

(6) 文部科学大臣の指定した者 

(7) 高等学校卒業程度認定試験規則による高等学校卒業程度認定試験に合格した者（廃止前の大 

学入学資格検定規程による大学入学資格検定に合格した者を含む。） 

(8) 学校教育法第９０条第２項の規定により大学に入学した者であって，当該者をその後に入学 

させる本学の学部において，本学の学部における教育を受けるにふさわしい学力があると認め 

たもの 

(9) 本学の学部において，個別の入学資格審査により，高等学校を卒業した者と同等以上の学力 

があると認められた者で，１８歳に達したもの 

第４節 編入学及び転課程等 

（編入学） 

第６７条 学部に編入学を志願する者があったときは，教授会の議を経て入学を許可することがで 

きる。  

２ 編入学に関し，必要な事項は，別に定める。 

（転課程等） 

第６８条 学部の転課程又は同一課程内での転専攻・転コース（以下「転課程等」という。）を志 

願する者があったときは，役員部局長会議の議を経て転課程等を許可することができる。 

２ 転課程等に関し，必要な事項は，別に定める。 

第５節 他大学等における授業科目の履修等 

（他大学等における授業科目の履修等） 
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第６９条 教育上有益と認めるときは，他の大学又は短期大学における授業科目の履修を許可する 

ことができる。 

２ 前項により履修した授業科目について，６０単位を超えない範囲内で本学において修得したも 

のとみなすことができる。 

３ 前２項の規定は，第４９条の規定による留学の場合に準用する。  

４ 前３項に定めるもののほか，他の大学又は短期大学における授業科目の履修等に関し，必要な 

事項は，別に定める。 

５ 単位互換制度に基づく授業科目の履修単位は，本学において修得したものとみなす。 

（入学前の既修得単位等の認定） 

第７０条 大学又は短期大学（外国の大学又は短期大学を含む。）を卒業又は中途退学し，新たに 

本学の第１年次に入学した学生の既修得単位を教育上有益と認めるときは，本学において修得し 

たものとして認定することができる。ただし，修業年限を短縮することはできない。  

２ 前項の規定により単位を認定する場合は，教養科目，外国語科目及びスポーツ科目の単位につ 

いて，合計６０単位を超えない範囲内で行うものとする。 

３ 前２項に定めるもののほか，単位認定等に関し，必要な事項は，別に定める。 

（大学以外の教育施設等における学修の単位認定） 

第７１条 大学設置基準第２９条第１項の規定に基づき文部科学大臣が定める大学以外の教育施設 

等における学修について，教育上有益と認めるときは，本学において修得した単位として認定す 

ることができる。 

２ 前項の規定により単位を認定する場合は，第６９条第１項及び第３項並びに前条第１項により 

本学において修得したものとみなす単位数と合わせて６０単位を超えない範囲で行うものとす 

る。 

３ 前２項に定めるもののほか，大学以外の教育施設等における学修の単位認定に関し，必要な事 

項は，別に定める。  

第６節 卒業及び学位授与 

（卒業認定及び卒業の時期) 

第７２条 学部に所定の年数以上在学し，別に定める卒業要件を満たした者については，教授会の 

議を経て，学長が卒業を認定する。 

２ 卒業の時期は，学年の終わりとする。ただし，卒業要件を満たした場合は，前期の終わりとす 

ることができる。  

３ 第１項の規定により卒業要件として修得すべき単位のうち，第４０条第２項に定める授業の方 

法により修得する単位数は，６０単位を超えないものとする。 

（学位授与） 

第７３条 本学の教育課程を履修し，所定の課程を修め卒業した者には，学士の学位を授与する。 

２ 学位の授与に関し，必要な事項は，別に定める。 

第７章 大学院 

12



第１節 大学院の目的 

（課程等の目的） 

第７４条 教職大学院の課程は，学校現場の実情に即した教科領域等も含め，学校教育に関わる理 

論と実践の融合を基本とし，理論の応用並びに実践の理論化に関わる諸能力の修得によって実践 

的指導力を備えた教員を養成するとともに，一定の教職経験を有する現職教員に対しては，確か 

な指導理論と実践力・応用力を備え，指導的役割を果たし得る教員を育成することを目的とす 

る。また，教職大学院の課程を実践的なキャリアアップの場として位置付け，学校・地域及び教 

育関係諸機関との連携を活かしつつ，教師教育の更なる質的向上を図る。 

２ 修士課程は，社会的要請を踏まえ，教育支援に関わる高度な専門的知識，研究能力を有する人 

材の育成を図ることを目的とする。併せて，日本型教育の特徴をよく理解し，諸外国における教 

育の向上に貢献できる有為な人材の育成をめざす。また，社会人においては，修士課程を，個々 

人のキャリアを活かし，専門性の更なる向上を図る場として位置付ける。  

３ 後期３年博士課程は，専攻分野について，研究者として自立して研究活動を行い，又はその他 

の高度に専門的な業務に従事するに必要な高度の研究能力及びその基礎となる豊かな学識を養う 

ことを目的とする。 

４ 前３項の課程に置く専攻の教育研究上の目的は別に定める。 

第２節 標準修業年限及び在学期間 

（標準修業年限） 

第７５条 教職大学院の課程及び修士課程の標準修業年限は，２年とする。ただし，第８９条の規 

定により，長期にわたり計画的に教育課程を履修する者（以下「長期履修学生」という。）の標 

準修業年限は，４年以内の許可された年限とする。 

２ 前項本文の規定にかかわらず，教職大学院の課程及び修士課程に，教育上の必要により標準修 

業年限を３年とする履修上の区分を設ける。 

３ 標準修業年限を３年とする履修上の区分に関し，必要な事項は，別に定める。 

４ 後期３年博士課程の標準修業年限は，３年とする。ただし，長期履修学生の標準修業年限は， 

４年とする。 

（在学期間） 

第７６条 教職大学院の課程及び修士課程の在学期間は４年とし，後期３年博士課程の在学期間は 

６年とする。 

２ 前条第１項及び第２項に定める者に係る在学期間は，当該標準修業年限に２年を加えた年数と 

する。 

第３節 大学院の運営 

（研究科の長） 

第７７条 教育学研究科に研究科長を置き，学長をもって充てる。 

（運営） 

第７８条 第２５条第６項の規定により別の定めがあるもののほか，教育学研究科の運営その他の 
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必要な事項については，当該事項の内容に応じ，教授会若しくは教育研究評議会又は第１６条の 

規定に基づき置かれる委員会等で審議する。 

第４節 入学資格 

（入学資格） 

第７９条 教職大学院の課程及び修士課程の課程に入学することのできる者は，次の各号のいずれ 

かに該当する者とする。 

(1) 学校教育法第８３条に定める大学を卒業した者 

(2) 大学に３年以上在学した者（これに準ずる者として文部科学大臣が定める者を含む。）で 

あって，本学が定める単位を優秀な成績で修得したと認める者 

(3) 学校教育法第１０４条第４項の規定により学士の学位を授与された者 

(4) 外国において，学校教育における１６年の課程を修了した者 

(5) 外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修することにより当該外国 

の学校教育における１６年の課程を修了した者 

(6) 我が国において，外国の大学の課程（その修了者が当該外国の学校教育における１６年の課 

程を修了したとされるものに限る。）を有するものとして当該外国の学校教育制度において位 

置付けられた教育施設であって，文部科学大臣が別に指定するものの当該課程を修了した者 

(7) 専修学校の専門課程（修業年限が４年以上であることその他の文部科学大臣が定める基準を 

満たすものに限る。）で文部科学大臣が別に指定するものを文部科学大臣が定める日以後に修 

了した者 

(8) 文部科学大臣の指定した者 

(9) 学校教育法第１０２条第２項の規定により大学院に入学した者であって，当該者をその後に 

入学させる本学の教職大学院の課程及び修士課程において，本学の教職大学院の課程及び修士 

課程における教育を受けるにふさわしい学力があると認めた者 

(10) 本学の教職大学院の課程及び修士課程において，個別の入学資格審査により，大学を卒業 

した者と同等以上の学力があると認めた者で，２２歳に達した者 

２ 後期３年博士課程に入学することのできる者は，次の各号のいずれかに該当する者とする。  

(1) 修士の学位又は専門職学位を有する者 

(2) 外国において，修士の学位又は専門職学位に相当する学位を授与された者 

(3) 外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修し，修士の学位又は専門 

職学位に相当する学位を授与された者 

(4) 我が国において，外国の大学院の課程を有するものとして当該外国の学校教育制度において 

位置付けられた教育施設であって，文部科学大臣が別に指定するものの当該課程を修了し，修 

士の学位又は専門職学位に相当する学位を授与された者 

(5) 国際連合大学本部に関する国際連合と日本国との間の協定の実施に伴う特別措置法第１条第 

２項に規定する１９７２年１２月１１日の国際連合総会決議に基づき設立された国際連合大学 

の課程を修了し，修士の学位に相当する学位を授与された者 

(6) 文部科学大臣が指定した者 
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(7) 後期３年博士課程において，個別の入学資格審査により，修士の学位又は専門職学位を有す 

る者と同等以上の学力があると認めた者で，２４歳に達した者 

第５節 授業科目，履修方法，修了及び学位 

（授業科目及び単位） 

第８０条 教育学研究科の授業科目及び単位数は別に定める。 

（指導教員） 

第８１条 学生の教育，研究その他の指導のため，原則として学生の所属する専攻の専任教員のう 

ちから，指導教員を定める。 

（履修方法） 

第８２条 学生は，別に定めるところにより，所定の単位を履修しなければならない。 

（教育方法） 

第８３条 教育学研究科における授業科目の履修及び研究指導のために，次の各号に掲げる区分を 

設け，各専攻は，当該各号のいずれかの方法により教育を行うものとする。 

(1) 昼間開講コース（主として昼間その他特定の時間又は時期に授業又は研究指導を行うものを 

いう。） 

(2) 昼夜開講コース（主として夜間及び昼間その他特定の時間又は時期に授業又は研究指導を行 

うものをいう。） 

２ 教育学研究科教職大学院の課程の教育は，第７４条第１項に規定する目的を達成するために， 

体系的かつ実践的な教育課程を編成し，適切な方法によって行うものとする。 

３ 教育学研究科修士課程及び後期３年博士課程の教育は，授業科目の授業及び学位論文の作成等 

に対する指導（以下「研究指導」という。）によって行うものとする。 

４ 教育方法の特例に関し，必要な事項は，別に定める。 

（他の大学院等における研究指導） 

第８４条 修士課程において，教育上有益と認めるときは，他の大学院又は研究所等との協議に基 

づき，学生が他の大学院又は研究所等において１年を超えない範囲で必要な研究指導を受けるこ 

とを認めることができる。 

２ 前項の規定により，他の大学院又は研究所等において研究指導を受けた期間は，第７５条第１ 

項に規定する修業年限に算入する。 

（他の大学院における授業科目の履修等） 

第８５条 教職大学院の課程及び修士課程において，教育上有益と認めるときは，他の大学院との 

協議に基づき，学生が他の大学院における授業科目を履修することを認めることができる。 

２ 前項により修得した単位は，教職大学院の課程に所属する学生にあっては修了要件として定め 

る所定の単位数の２分の１を超えない範囲で，修士課程に所属する学生にあっては１０単位を超 

えない範囲で，当該研究科において修得したものとみなすことができる。 

３ 前２項の規定は，第４９条の規定による留学の場合に準用する。 

（入学前の既修得単位の認定） 

第８６条 大学院（外国の大学院を含む。）を修了又は中途退学し，新たに教育学研究科の第１年 
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次に入学した学生の既修得単位について教育上有益と認めるときは，当該課程において修得した 

ものとして認定することができる。 

２ 前項により修得した単位は，教職大学院の課程に所属する学生にあっては修了要件として定め 

る所定の単位数の２分の１を超えない範囲で，修士課程に所属する学生にあっては１０単位を超 

えない範囲内で行うものとする。 

３ 前２項に定めるもののほか，既修得単位の認定に関し，必要な事項は，別に定める。 

（修了要件及び修了の時期） 

第８７条 教職大学院の課程の修了要件は，当該課程に２年以上在学し，所定の単位（高度の専門 

的な能力及び優れた資質を有する教員に係る実践的な能力を培うことを目的として小学校等その 

他の関係機関で行う実習に係る所定の単位を含む。）の修得その他の教育課程の履修により課程 

を修了することとする。 

２ 前項の在学期間に関しては，前条の規定により教職大学院の課程に入学する前に修得した単位 

（第７９条の規定により入学資格を有した後，修得したものに限る。）を当該課程において修得 

したものとみなす場合であって当該単位の修得により当該課程の一部を履修したものと認めると 

きは，当該単位数，その修得に要した期間その他を勘案して１年を超えない範囲で在学したもの 

とみなすことができる。ただし，この場合においても，当該課程に少なくとも１年以上在学する 

ものとする。  

３ 修士課程の修了要件は，当該課程に２年以上在学し，所定の単位を修得し，かつ，必要な研究 

指導を受けた上，学位論文の審査及び最終試験に合格することとする。 

４ 後期３年博士課程の修了要件は，当該課程に３年以上在学し，所定の単位を修得し，かつ，必 

要な研究指導を受けた上，学位論文の審査及び最終試験に合格することとする。ただし，在学期 

間に関しては，優れた研究業績を上げた者については，後期３年博士課程に２年以上在学すれば 

足りるものとする。 

５ 長期履修学生及び第７５条第２項の規定に基づく区分を履修する者の修了要件に係る在学期間 

は，前４項の規定にかかわらず，これらの者に係る標準修業年限以上とする。 

６ 教職大学院の課程において，教育上有益であると認めるときは，当該課程に入学する前の小学 

校等の教員としての実務の経験を有する者について，第１項に規定する実習による授業科目の一 

部の履修を免除することができる。この場合において，免除の範囲，履修を免除された者に対す 

る単位の授与その他の必要な事項については，別に定める。 

７ 教職大学院の課程，修士課程及び後期３年博士課程の修了の認定は，教授会の議を経て，学長 

が行う。 

８ 修了の時期は，学年の終わりとする。ただし，修了要件を満たした場合は，前期の終わりとす 

ることができる。  

（学位の授与） 

第８８条 教職大学院の課程を修了した者には，教職修士（専門職）の学位を授与する。 

２ 修士課程を修了した者には，修士の学位を授与する。 

３ 後期３年博士課程を修了した者には，博士の学位を授与する。 

４ 学位の授与に関し，必要な事項は，別に定める。 
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第６節 長期にわたる教育課程の履修 

（長期にわたる教育課程の履修） 

第８９条 教育学研究科の学生が，職業を有している等の事情により，標準修業年限を超えて一定 

の期間にわたり計画的に教育課程を履修し，修了することを希望する旨を申し出たときは，各研 

究科の定めるところによりその計画的な履修を認めることができる。 

２ 前項の教育課程の履修等に関し，必要な事項は，別に定める。 

第７節 特別研究学生 

（特別研究学生） 

第９０条 教育学研究科に，特別研究学生として入学を希望する者がある場合は，選考の上，これ 

を許可する。 

２ 特別研究学生に関し，必要な事項は，別に定める。 

第８章 公開講座 

（公開講座） 

第９１条 地域社会の教育と文化の向上に資するため，本学に公開講座を開設することができる。 

２ 公開講座の実施その他に関し，必要な事項は，別に定める。 

附 則 

１ この学則は，２００４年４月１日から施行する。 

２ 法人成立の際，現に愛知教育大学に在学している学生（科目等履修生，特別聴講学生，特別研 

究学生及び研究生を含む。）は，法人が設置する本学の学生となるものとする。 

３ 第４３条第２項の規定にかかわらず，２００３年度以前に入学した大学院学生の休学期間は， 

１か年以内とする。ただし，特別な事情のあるときは，更に一か年を限り，休学期間を延長する 

ことができる。 

４ 第６５条の規定にかかわらず，２００３年度以前に入学した学部学生の在学期間は，６年とす 

る。 

附 則（２００４年学則第２号） 

この学則は，２００４年１０月１日から施行する。 

附 則（２００５年学則第１号） 

この学則は，２００５年９月１４日から施行する。 

附 則（２００６年学則第１号） 

１ この学則は，２００６年４月１日から施行する。 

２ 改正後の学則別表第２の規定の学部の収容定員は，同規定にかかわらず，２００６年度から 

２００８年度までの間にあっては，次に掲げる表のとおりとする。 

課    程 
2006 年度 

収容定員 

2007 年度 

収容定員 

2008 年度 

収容定員 

教員養成４課程 初等教育教員養成課程 １，３０６ １，３７２ １，４３８ 
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中等教育教員養成課程 ４８７ ５５４ ６２１ 

障害児教育教員養成課程 １００ １００ １００ 

養護教諭養成課程 １６０ １６０ １６０ 

小    計 ２，０５３ ２，１８６ ２，３１９ 

学芸４課程 

国際理解教育課程 

１，４４７ １，３１４ １，１８１ 
生涯教育課程 

情報教育課程 

環境教育課程 

合    計 ３，５００ ３，５００ ３，５００ 

３ 改正前の学則別表第５の規定は，２００５年度以前に入学した学部学生について，なおその効 

力を有する。 

附 則（２００６年学則第２号） 

この学則は，２００７年４月１日から施行する。 

附 則（２００６年学則第３号） 

１ この学則は，２００７年４月１日から施行する。 

２ 改正後の第２４条第２項の規定にかかわらず，国際理解教育課程，生涯教育課程，情報教育課 

程，環境教育課程は,２００７年３月３１日に当該課程に在学する者が，在学しなくなる日までの 

間，存続するものとする。この場合において，教員免許状取得のための単位その他の教育課程に 

関する規定の適用については，なお従前の例による。 

３ 改正後の学則別表第２の規定にかかわらず，学部の収容定員は，２００７年度から２００９年 

度までの間にあっては，次に掲げる表のとおりとする。 

課  程 
2007 年度 

収容定員 

2008 年度 

収容定員 

2009 年度 

収容定員 

初等教育教員養成課程 １，３８８ １，４７０ １，５５２ 

中等教育教員養成課程 ５６８ ６４９ ７３０ 

障害児教育教員養成課程 １００ １００ １００ 

養護教諭養成課程 １６０ １６０ １６０ 

小  計 ２，２１６ ２，３７９ ２，５４２ 

国際理解教育課程 ３５２ ２２２ ９２ 

生涯教育課程 ２５０ １５５ ６０ 

情報教育課程 ２４０ １５０ ６０ 

環境教育課程 ２１０ １３０ ５０ 

小  計 １，０５２ ６５７ ２６２ 

現代学芸課程 ２３２ ４６４ ６９６ 

小  計 ２３２ ４６４ ６９６ 

合  計 ３，５００ ３，５００ ３，５００ 

附 則（２００７年学則第１号） 

１ この学則は，２００７年４月１日から施行する。 
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２ この学則施行の際，教育課程に係る改正については，２００７年度入学者から適用し，現に在 

籍する者に係る教育課程については，この学則の定めにかかわらず，なお，従前の例による。 

附 則（２００７年学則第２号） 

この学則は，２００７年４月１日から施行する。 

附 則（２００７年学則第３号） 

この学則は，２００７年４月２５日から施行し，２００７年４月１日から適用する。 

附 則（２００７年学則第４号） 

この学則は，２００７年１１月１４日から施行する。 

附 則（２００８年学則第１号） 

１ この学則は，２００８年４月１日から施行する。ただし，第１２条，第２９条第１項及び第 

７９条の規定は，２００８年１月９日から施行し，２００７年１２月２６日から適用する。 

２ 改正後の第７５条第１項の規定にかかわらず，教育学研究科学校教育専攻及び障害児教育専攻 

は,２００８年３月３１日に当該専攻に在学する者が，在学しなくなる日までの間，存続するもの 

とし，教員免許状取得のための単位その他の教育課程に関する規定の適用については，なお従前 

の例による。 

３ 教育学研究科及び教育実践研究科の収容定員は，改正後の学則別表第５の規定にかかわらず， 

２００８年度にあっては，次表のとおりとする。 

研究科 専攻 収容定員 

教育学研究科 発達教育科学専攻 ２０ 

特別支援教育科学専攻 ５ 

養護教育専攻 ６ 

学校教育臨床専攻 １７ 

国語教育専攻 １２ 

英語教育専攻 １３ 

社会科教育専攻 ２３ 

数学教育専攻 １８ 

理科教育専攻 ３０ 

芸術教育専攻 ３３ 

保健体育専攻 １４ 

家政教育専攻 １２ 

技術教育専攻 ８ 

小計 ２１１ 

学校教育専攻 ２７ 

障害児教育専攻 １２ 

小計 ３９ 

合計 ２５０ 

教育実践研究科 教職実践専攻 ５０ 

合計 ５０ 
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総計 ３００ 

附 則（２００９年学則第１号） 

この学則は，２００９年５月１３日から施行し，２００８年４月１日から適用する。 

附 則（２００９年学則第２号） 

１ この学則は，２００９年１０月１日から施行する。ただし，第２１条の２及び第２４条第６項 

の規定は２０１０年４月１日から施行する。 

２ 改正後の学則第７５条第２項及び第３項の規定は，２００９年４月１日から適用する。 

附 則（２０１０年学則第１号） 

１ この学則は，２０１０年１月１３日から施行する。ただし，第８６条第２項の規定は２０１０ 

年４月１日から適用する。 

２ 改正後の学則第２６条の２第１項の規定は，２００８年度入学生から適用する。 

附 則（２０１０年学則第２号） 

１ この学則は，２０１０年４月１日から施行する。ただし，第４３条第３項及び第４９条第３項 

の改正規定は２００８年４月１日から適用する。 

２ この学則による改正前の国立大学法人愛知教育大学学則第９１条の規定による臨時の教員養成 

課程は，この学則による改正後の同学則の規定にかかわらず，２０１０年３月３１日に当該課程 

に在学する者が，在学しなくなる日までの間，存続するものとし，教員免許状取得のための単位 

その他の教育課程に関する規定の適用については，なお従前の例による。 

附 則（２０１０年学則第３号） 

この学則は，２０１０年３月１０日から施行し，２００７年４月１日から適用する。 

附 則（２０１１年学則第１号） 

この学則は，２０１１年１月１２日から施行し，２０１０年１２月１日から適用する。 

附 則（２０１１年学則第２号） 

この学則は，２０１１年１１月９日から施行し，２０１１年４月１日から適用する。 

附 則（２０１２年学則第１号） 

この学則は，２０１２年２月８日から施行する。 

附 則（２０１２年学則第２号） 

１ この学則は，２０１２年４月１日から施行する。ただし，第７９条第２項の規定は，２０１２ 

年度入学者選抜から適用する。 

２ 共同教科開発学専攻の収容定員は，改正後の別表第５の規定にかかわらず，２０１２年度及び 

２０１３年度においては，次の表のとおりとする。 

研究科・課程 専攻 ２０１２年度 ２０１３年度 

教育学研究科 

後期３年博士課程 
共同教科開発学専攻 ４ ８ 

附 則（２０１２年学則第３号） 

 この学則は，２０１２年４月１日から施行する。 

附 則（２０１２年学則第４号） 

この学則は，２０１２年１０月９日から施行する。 
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附 則（２０１２年学則第５号）  

この学則は，２０１２年１１月１４日から施行する。  

附 則（２０１３年学則第１号）  

この学則は，２０１３年２月１３日から施行する。  

附 則（２０１３年学則第２号）  

この学則は，２０１３年５月１５日から施行し，２０１３年４月１日から適用する。  

附 則（２０１５年学則第１号）  

この学則は，２０１５年４月１日から施行する。  

附 則（２０１５年学則第２号）  

この学則は，２０１５年７月８日から施行し，２０１５年４月１日から適用する。  

附 則（２０１６年学則第１号）  

この学則は，２０１６年４月１日から施行する。  

附 則（２０１６年学則第２号）  

この学則は，２０１６年７月２６日から施行し，２０１６年７月１日から適用する。  

附 則（２０１７年学則第１号）  

１ この学則は，２０１７年４月１日から施行する。 

２ 改正後の第２４条第２項の規定にかかわらず，現代学芸課程は２０１７年３月３１日に当該課 

程に在学する者が，在学しなくなる日までの間，存続するものとする。この場合において，教員 

免許状取得のための単位その他の教育課程に関する規定の適用については，なお従前の例によ 

る。 

３ 改正後の別表第４の規定にかかわらず，学部の収容定員は，２０１７年度から２０１９年度ま 

での間にあっては，次に掲げる表のとおりとする。 

課  程 
2017 年度 

収容定員 

2018 年度 

収容定員 

2019 年度 

収容定員 

初等教育教員養成課程 １，６３１ １，６９４ １，７５７ 

中等教育教員養成課程 ７６８ ７９２ ８１６ 

特別支援学校教員養成課程 １０５ １１０ １１５ 

養護教諭養成課程 １６０ １６０ １６０ 

小  計 ２，６６４ ２，７５６ ２，８４８ 

現代学芸課程 ６９６ ４６４ ２３２ 

小  計 ６９６ ４６４ ２３２ 

教育支援専門職養成課程 １３０ ２６０ ３９０ 

小  計 １３０ ２６０ ３９０ 

合  計 ３，４９０ ３，４８０ ３，４７０ 

附 則（２０１７年学則第２号）  

この学則は，２０１７年４月２５日から施行し，２０１７年４月１日から適用する。 

附 則（２０１８年学則第１号） 

この学則は，２０１８年４月１日から施行する。 

21



附 則（２０１９年学則第１号）  

この学則は，２０１９年４月１日から施行する。  

附 則（２０１９年学則第２号） 

この学則は，２０１９年７月１０日から施行する。 

附 則（２０２０年学則第１号） 

１ この学則は，２０２０年４月１日から施行する。 

２ 改正後の第２５条第３項の規定にかかわらず，教育学研究科発達教育科学専攻，特別支援教育 

科学専攻，養護教育専攻，学校教育臨床専攻，国語教育専攻，英語教育専攻，社会科教育専攻， 

数学教育専攻，理科教育専攻，芸術教育専攻，保健体育専攻，家政教育専攻，技術教育専攻及び 

教育実践研究科教職実践専攻は,２０２０年３月３１日に当該研究科専攻に在学する者が，在学し 

なくなる日までの間，存続するものとし，教員免許状取得のための単位その他の教育課程に関す 

る規定の適用については，なお従前の例による。 

３ 教育学研究科及び教育実践研究科の収容定員は，改正後の学則別表第５の規定にかかわらず， 

２０２０年度にあっては，次表のとおりとする。 

研究科及び課程 専攻 収容定員 

教育学研究科 

修士課程 

発達教育科学専攻 ２０ 

特別支援教育科学専攻 ５ 

養護教育専攻 ３ 

学校教育臨床専攻 ８ 

国語教育専攻 ５ 

英語教育専攻 ４ 

社会科教育専攻 ９ 

数学教育専攻 ７ 

理科教育専攻 １３ 

芸術教育専攻 １４ 

保健体育専攻 ６ 

家政教育専攻 ３ 

技術教育専攻 ３ 

計 １００ 

教育支援高度化専攻 ３０ 

計 ３０ 

教育学研究科 

教職大学院の課程 

教育実践高度化専攻 １２０ 

計 １２０ 

教育学研究科 

後期３年博士課程 

共同教科開発学専攻 １２ 

計 １２ 

教育実践研究科 

教職大学院の課程 

教職実践専攻 ５０ 

計 ５０ 

合計 ３１２ 
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附 則（２０２０年学則第２号）  

この学則は，２０２０年４月１日から施行する。 

附 則（２０２０年学則第３号）  

この学則は，２０２０年６月１０日から施行し，２０２０年４月１日から適用する。  

附 則（２０２０年学則第 号）  

１ この学則は，２０２０年４月１日から施行する。 

２ 改正後の第２４条第２項の規定にかかわらず，初等教育教員養成課程，中等教育教員養成課 

程，特別支援学校教員養成課程及び養護教諭養成課程は２０２１年３月３１日に当該課程に在学 

する者が，在学しなくなる日までの間，存続するものとする。この場合において，教員免許状取 

得のための単位その他の教育課程に関する規定の適用については，なお従前の例による。  

３ 改正後の別表第４の規定にかかわらず，学部の収容定員は，２０２１年度から２０２３年度ま 

での間にあっては，次に掲げる表のとおりとする。 

課  程 
2021 年度 

収容定員 

2022 年度 

収容定員 

2023 年度 

収容定員 

初等教育教員養成課程 １，３６５ ９１０ ４５５ 

中等教育教員養成課程 ６３０ ４２０ ２１０ 

特別支援学校教員養成課程 ９０ ６０ ３０ 

養護教諭養成課程 １２０ ８０ ４０ 

小 計 ２，２０５ １，４７０ ７３５ 

学校教員養成課程 ７２９ １，４６６ ２，２０３ 

小 計 ７２９ １，４６６ ２，２０３ 

教育支援専門職養成課程 ５２０ ５２０ ５２０ 

小 計 ５２０ ５２０ ５２０ 

合 計 ３，４５４ ３，４５６ ３，４５８ 

 

別表第１ （第２４条第４項関係） 

学校教員養成課程，教育支援専門職養成課程に置く専攻又はコース 

課程 専攻又はコース 

学校教員養成課程 幼児教育専攻，義務教育専攻，高等学校教育専攻，特別支援教育専攻，養 

護教育専攻 

教育支援専門職養成 

課程 

心理コース，福祉コース，教育ガバナンスコース 

 

別表第２ （第２４条第５項関係） 

愛知教育大学の研究組織 

第１欄 第２欄 

教育科学系 
生活科教育講座 

特別支援教育講座 
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幼児教育講座 

養護教育講座 

学校教育講座 

心理講座 

福祉講座 

教育ガバナンス講座 

教育実践グループ 

人文社会科学系 

国語教育講座 

日本語教育講座 

社会科教育講座 

外国語教育講座 

日本語教育支援センター 

自然科学系 

数学教育講座 

情報教育講座 

理科教育講座 

創造科学系 

音楽教育講座 

美術教育講座 

保健体育講座 

技術教育講座 

家政教育講座 

健康支援センター 

 

別表第３ （第２５条第５項関係） 

研究科の専攻及び専攻に置くコース 

研究科及び課程 専攻 コース 

教育学研究科 

教職大学院の課程 
教育実践高度化専攻 

学校マネジメントコース 

教科指導重点コース 

児童生徒発達支援コース 

地域・教育課題解決コース 

教育学研究科 

修士課程 
教育支援高度化専攻 

臨床心理学コース 

日本型教育グローバルコース 

教育ガバナンスキャリアコース 

教育学研究科 

後期３年博士課程 
共同教科開発学専攻 

 

 

別表第４ （第３４条第１項関係） 

学部の入学定員，編入学定員及び収容定員 
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課 程 入学定員 
２年次 

編入学定員 
収容定員 

学校教員養成課程 ７２９ ８ ２，９４０ 

教育支援専門職養成課程 １３０ ― ５２０ 

合 計 ８５９ ８ ３，４６０ 

 

別表第５（第３４条第２項関係） 

教育学研究科及び教育実践研究科の入学定員及び収容定員 

研究科及び課程 専攻 入学定員 収容定員 

教育学研究科 

教職大学院の課程 
教育実践高度化専攻 １２０ ２４０ 

教育学研究科 

修士課程 
教育支援高度化専攻 ３０ ６０ 

計 １５０ ３００ 

教育学研究科 

後期３年博士課程 

共同教科開発学専攻 ４ １２ 

計 ４ １２ 

合計 １５４ ３１２ 

 

別表第６ （第３４条第３項関係） 

特別支援教育特別専攻科入学定員及び収容定員 

入学定員 収容定員 

３０ ３０ 

 

別表第７ （第４２条第２項関係） 

学部，大学院及び専攻科において取得できる教育職員免許状 

学部の教育組織 
取得可能免許状 

種類 教科・領域等 

教 

育 

学 

部 

学校教員 

養成課程 

幼稚園教諭一種 

免許状 

 

幼稚園教諭二種 

免許状 

 

小学校教諭一種 

免許状 

 

小学校教諭二種 

免許状 

 

中学校教諭一種 

免許状 

国語，社会，数学，理科，音楽，美術，保健体育，保健，

技術，家庭，職業指導，英語 

中学校教諭二種 
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免許状 

高等学校教諭一 

種免許状 

国語，地理歴史，公民，数学，理科，音楽，美術，書道，

保健体育，保健，家庭，情報，工業，職業指導，英語 

特別支援学校教 

諭一種免許状 

 

特別支援学校教 

諭二種免許状 

 

養護教諭一種免 

許状 

 

 

大学院の教育組織 
取得可能免許状 

種類 教科 

教 

育 

学 

研 

究 

科 

教育実践 

高度化専攻 

小学校教 

諭専修 

 

中学校教 

諭専修 

国語，社会，数学，理科，音楽，美術，保健体育，保健，技術，

家庭，職業，職業指導，英語，ドイツ語，フランス語，宗教 

高等学校 

教諭専修 

国語，地理歴史，公民，数学，理科，音楽，美術，工芸，書道，

保健体育，保健，看護，家庭，情報，農業，工業，商業，水産，

福祉，商船，職業指導，英語，ドイツ語，フランス語，宗教 

幼稚園教 

諭専修 

 

養護教諭 

専修 

 

特別支援 

学校教諭 

専修 

 

 

専攻科名 取得可能免許状 

特別支援教育特別専攻科 特別支援学校教諭１種免許状 
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国立大学法人愛知教育大学学則の一部を改正する理由及び要点 

 
１．改正の理由 

令和３年４月から，教育学部の「初等教育教員養成課程」，「中等教育教員養成課
程」，「特別支援学校教員養成課程」及び「養護教諭養成課程」の教員養成４課程（以
下、「教員養成４課程」という。）を改組し，「学校教員養成課程」を設置すること，
並びに大学院教育学研究科修士課程の教育支援高度化専攻に「教育ガバナンスキャリ
アコース」を新設することに伴い，学則における所要の改正を行うものである。 
 

２．改正の要点 
（１） 従来の「教員養成４課程」を廃止し，「学校教員養成課程」を新設することに

伴い，学部の組織について改めた。（第２４条，第２４条第４項関係別表第１） 
（２） 「教員養成４課程」を廃止し，「学校教員養成課程」を新設することに伴い，

入学定員及び収容定員について改めるとともに，新設の「学校教員養成課程」
において２年次編入学を実施することに伴い，編入学定員を設定した。（第３
４条，第３４条第１項関係別表第４） 

（３） 「教員養成４課程」を廃止し，「学校教員養成課程」を新設することに伴い，
教育学部の目的について改めた。（第６３条） 

（４） 「教員養成４課程」を廃止し，「学校教員養成課程」を新設することに伴い，
学部における取得可能な教育職員免許状について改めた。（第４２条第２項関
係別表第７） 

（５） 大学院教育学研究科修士課程の教育支援高度化専攻に設置するコースについて
「教育ガバナンスキャリアコース」を追加した。（第２５条，第２５条第５項
関係別表第３） 

 
 
３．施行予定日 

令和３年４月１日から施行する。 
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国
立
大
学
法
人
愛
知
教
育
大
学
学
則
 の

一
部
改
正
に
つ
い
て
（
案
）

改
　
正
（
案
）

現
　
行

２
０
０
４
年
　
４
月
　
１
日

２
０
０
４
年
　
４
月
　
１
日

学
　
則
　
第
　
　
１
　
　
号

学
　
則
　
第
　
　
１
　
　
号

第
１
条
～
第
２
３
条
　
（
略
）

第
１
条
～
第
２
３
条
　
（
略
）

（
学
部
）

（
学
部
）

第
２
４
条
　
本
学
に
教
育
学
部
（
以
下
｢
学
部
｣と

い
う
。
）
を
置
く
。

第
２
４
条
　
本
学
に
教
育
学
部
（
以
下
｢
学
部
｣と

い
う
。
）
を
置
く
。

２
　
学
部
に
次
の
課
程
を
置
く
。

２
　
学
部
に
次
の
課
程
を
置
く
。

(
1)

学
校
教
員
養
成
課
程

(
1)

初
等
教
育
教
員
養
成
課
程

(
2)

～
(
4)

　
（
削
る
）

(
2)

中
等
教
育
教
員
養
成
課
程

(
3)

特
別
支
援
学
校
教
員
養
成
課
程

(
4)

養
護
教
諭
養
成
課
程

(
2)

教
育
支
援
専
門
職
養
成
課
程

(
5)

教
育
支
援
専
門
職
養
成
課
程

３
　
（
削

る
）

３
　
前
項
第
１
号
か
ら
第
４
号
ま
で
に
掲
げ
る
課
程
を
，
教
員
養
成
４
課
程
と
総
称
す
る
。

３
学
校

教
員
養
成
課
程
及
び
教
育
支
援
専
門
職
養
成
課
程
に
，
履
修
上
の
区
分
と
し
て
，
別
表
第
１
に
掲

げ
る
専

攻
又
は
コ
ー
ス
を
置
く
。

４
初
等
教
育
教
員
養
成
課
程
，
中
等
教
育
教
員
養
成
課
程
及
び
教
育
支
援
専
門
職
養
成
課
程
に
，
別
表
第

１
に
掲
げ
る
選
修
，
専
攻
又
は
コ
ー
ス
を
置
く
。

４
　
学
部

に
研
究
組
織
と
し
て
別
表
第
２
第
１
欄
に
掲
げ
る
学
系
を
置
き
，
当
該
学
系
は
，
同
表
の
第
２
欄

に
掲
げ

る
講
座
及
び
別
に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
講
座
に
所
属
し
な
い
専
任
の
教
員
を
配
置
し
た
セ
ン

タ
ー
を

も
っ
て
構
成
す
る
。

５
　
学
部
に
研
究
組
織
と
し
て
別
表
第
２
第
１
欄
に
掲
げ
る
学
系
を
置
き
，
当
該
学
系
は
，
同
表
の
第
２
欄

に
掲
げ
る
講
座
及
び
別
に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
講
座
に
所
属
し
な
い
専
任
の
教
員
を
配
置
し
た
セ
ン

タ
ー
を
も
っ
て
構
成
す
る
。

５
　
第
２
項
の
課
程
に
お
け
る
教
育
は
講
座
が
担
当
し
，
附
属
施
設
（
第
２
８
条
又
は
第
２
８
の
２
の
規
定

に
よ
る

も
の
を
い
う
。
以
下
次
条
に
お
い
て
同
じ
。
）
は
当
該
教
育
に
協
力
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

６
　
第
２
項
の
課
程
に
お
け
る
教
育
は
講
座
が
担
当
し
，
附
属
施
設
（
第
２
８
条
又
は
第
２
８
の
２
の
規
定

に
よ
る
も
の
を
い
う
。
以
下
次
条
に
お
い
て
同
じ
。
）
は
当
該
教
育
に
協
力
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

６
　
学
系
の
運
営
を
掌
理
す
る
た
め
，
各
学
系
に
学
系
長
を
置
く
。

７
　
学
系
の
運
営
を
掌
理
す
る
た
め
，
各
学
系
に
学
系
長
を
置
く
。

７
　
学
部

及
び
学
系
の
運
営
に
関
し
，
必
要
な
事
項
は
，
別
に
定
め
る
。

８
　
学
部
及
び
学
系
の
運
営
に
関
し
，
必
要
な
事
項
は
，
別
に
定
め
る
。

（
大
学

院
）

（
大
学
院
）

第
２
５
条
　
本
学
に
，
大
学
院
教
育
学
研
究
科
（
以
下
「
教
育
学
研
究
科
」
と
い
う
。
）
を
置
く
。

第
２
５
条
　
本
学
に
，
大
学

院
教
育
学
研
究
科
（
以
下
「
教
育
学
研
究
科
」
と
い
う
。
）
を
置
く
。

２
～
４
　
（
略
）

２
～
４
　
（
略
）
 

５
　
第
３
項
の
専
攻
に
，
履
修
上
の
区
分
と
し
て
，
別
表
第
３
に
掲
げ
る
コ
ー
ス
を
置
く
。

５
　
第
３
項
の
専
攻
に
，
別
表
第
３
に
掲
げ
る
コ
ー
ス
を
置
く
。

６
　
（
略

）
 

６
　
（
略
）
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第
２
６
条

～
第
３
３
条
　
（
略
）
 

第
２
６
条
～
第
３
３
条
（
略
）
 

（
収
容
定
員
等
）

（
収
容
定
員
等
）

第
３
４
条
　
学
部
の
入
学
定
員
，
編
入
学
定
員
及
び
収
容
定
員
は
，
別
表
第
４
の
と
お
り
と
す
る
。

第
３
４
条
　
学
部
の
入
学
定
員
及
び
収
容
定
員
は
，
別
表
第
４
の
と
お
り
と
す
る
。

２
～
３
　
（
略
）
 

２
～
３
　
（
略
）
 

第
３
５
条
～
第
４
１
条
　
（
略
）
 

第
３
５
条
～
第
４
１
条
　
（
略
）
 

（
教
員
免
許
状
取
得
の
た
め
の
単
位
）

（
教
員
免
許
状
取
得
の
た
め
の
単
位
）

第
４
２
条
　
（
略
）
 

第
４
２
条
　
（
略
）
 

２
　
前
項
の
規
定
に
よ
り
学
部
，
教
職
大
学
院
の
課
程
及
び
専
攻
科
に
お
い
て
所
定
の
単
位
を
修
得
し
た
者

が
取
得
で
き
る
教
育
職
員
免
許
状
の
種
類
は
，
別
表
第
７
の
と
お
り
と
す
る
。

２
　
前
項
の
規
定
に
よ
り
学
部
，
教
職
大
学
院
の
課
程
及
び
専
攻
科
に
お
い
て
所
定
の
単
位
を
修
得
し
た
者

が
取
得
で
き
る
教
育
職
員
免
許
状
の
種
類
は
，
別
表
第
７
の
と
お
り
と
す
る
。

第
４
３
条
～
第
６
２
条
　
（
略
）
 

第
４
３
条
～
第
６
２
条
　
（
略
）
 

（
目
的
）

（
目
的
）

第
６
３
条
　
学
校
教
員
養
成
課
程
は
，
平
和
な
未
来
を
築
く
子
ど
も
た
ち
の
教
育
を
担
う
優
れ
た
教
員
の
養

成
を
め

ざ
す
こ
と
を
目
的
と
す
る
。

第
６
３
条
　
教
員
養
成
４
課
程
は
，
多
様
な
教
員
養
成
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
通
し
て
，
平
和
な
未
来
を
築
く
子
ど

も
た
ち
の
教
育
を
担
う
優
れ
た
教
員
の
養
成
を
め
ざ
す
こ
と
を
目
的
と
す
る
。

２
　
（
略
）
 

２
　
（
略
）
 

３
　
前
２
項
の
課
程
に
置
く
専
攻
及
び
コ
ー
ス
の
教
育
研
究
上
の
目
的
は
別
に
定
め
る
。

３
　
前
２
項
の
課
程
に
置
く
選
修
，
専
攻
及
び
コ
ー
ス
の
教
育
研
究
上
の
目
的
は
別
に
定
め
る
。

第
６
４
条

～
第
９
１
条
　
（
略
）
 

第
６
４
条
～
第
９
１
条
　
（
略
）
 

　
附
　
則
　
（
略
）

　
附
　
則
　
（
略
）

附
　
則
（
２
０
２
０
年
学
則
第
　
号
）
　

１
　
こ
の

学
則
は
，
２
０
２
０
年
４
月
１
日
か
ら
施
行
す
る
。

２
　
改
正

後
の
第
２
４
条
第
２
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
，
初
等
教
育
教
員
養
成
課
程
，
中
等
教
育
教
員
養

成
課
程

，
特
別
支
援
学
校
教
員
養
成
課
程
及
び
養
護
教
諭
養
成
課
程
は
２
０
２
１
年
３
月
３
１
日
に
当
該

課
程
に

在
学
す
る
者
が
，
在
学
し
な
く
な
る
日
ま
で
の
間
，
存
続
す
る
も
の
と
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い

て
，
教

員
免
許
状
取
得
の
た
め
の
単
位
そ
の
他
の
教
育
課
程
に
関
す
る
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
，
な
お

従
前
の

例
に
よ
る
。
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３
　
改
正

後
の
別
表
第
４
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
，
学
部
の
収
容
定
員
は
，
２
０
２
１
年
度
か
ら
２
０
２
３

年
度
ま

で
の
間
に
あ
っ
て
は
，
次
に
掲
げ
る
表
の
と
お
り
と
す
る
。

課
　
　
程

2
02
1年

度

収
容
定
員

2
02
2年

度

収
容
定
員

20
23
年
度

収
容
定
員

初
等
教

育
教
員
養
成
課
程

１
，
３
６
５

９
１
０

４
５
５

中
等
教

育
教
員
養
成
課
程

６
３
０

４
２
０

２
１
０

特
別
支

援
学
校
教
員
養
成
課
程

９
０

６
０

３
０

養
護
教

諭
養
成
課
程

１
２
０

８
０

４
０

小
　
計

２
，
２
０
５

１
，
４
７
０

７
３
５

学
校
教

員
養
成
課
程

７
２
９

１
，
４
６
６

２
，
２
０
３

小
　
計

７
２
９

１
，
４
６
６

２
，
２
０
３

教
育
支

援
専
門
職
養
成
課
程

５
２
０

５
２
０

５
２
０

小
　
計

５
２
０

５
２
０

５
２
０

合
　
計

３
，
４
５
４

３
，
４
５
６

３
，
４
５
８

別
表
第
１

　
（
第
２
４
条
第
４
項
関
係
）

別
表
第
１
　
（
第
２
４
条
第
４
項
関
係
）

学
校
教
員
養
成
課
程
，
教
育
支
援
専
門
職
養
成
課
程
に
置
く
専
攻
又
は
コ
ー
ス

初
等
教
育
教
員
養
成
課
程
，
中
等
教
育
教
員
養
成
課
程
，
教
育
支
援
専
門
職
養
成
課
程
に
置
く
選
修
，
専
攻

又
は
コ
ー
ス

課
程

専
攻
又
は
コ
ー
ス

学
校
教

員
養
成
課
程

幼
児
教
育
専
攻
，
義
務
教
育
専
攻
，
高
等
学
校
教
育
専
攻
，
特
別
支
援
教
育
専

攻
，
養
護
教
育
専
攻

教
育
支

援
専
門
職
養
成

課
程

心
理
コ
ー
ス
，
福
祉
コ
ー
ス
，
教
育
ガ

バ
ナ
ン
ス
コ
ー
ス

課
程

選
修
，
専
攻
又
は
コ
ー
ス

初
等
教
育
教
員
養
成
課
程

幼
児
教
育
選
修
，
教
育
科
学
選
修
，
国
語
選
修
，
社
会
選
修
，
数
学
選

修
，
理
科
選
修
，
生
活
科
選
修
，
音
楽
選
修
，
美
術
選
修
，
保
健
体
育
選

修
，
家
庭
選
修
，
英
語
選
修
，
日
本
語
教
育
選
修
，
情
報
選
修

中
等
教
育
教
員
養
成
課
程

教
育
科
学
専
攻
，
国
語
・
書
道
専
攻
，
社
会
専
攻
，
数
学
専
攻
，
理
科
専

攻
，
音
楽
専
攻
，
美
術
専
攻
，
保
健
体
育
専
攻
，
技
術
専
攻
，
家
庭
専

攻
，
英
語
専
攻
，
情
報
専
攻

教
育
支
援
専
門
職
養
成
課
程

心
理
コ
ー
ス
，
福
祉
コ
ー
ス
，
教
育
ガ
バ
ナ
ン
ス
コ
ー
ス

別
表
第
２
　
（
略
）
 

別
表
第
２
　
（
略
）
 

別
表
第
３
　
（
第
２
５
条
第
５
項
関
係
）

別
表
第
３
　
（
第
２
５
条
第
５
項
関
係
）
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研
究

科
の
専
攻
及
び
専
攻
に
置
く
コ
ー
ス

　
研
究
科
の
専
攻
及
び
専
攻
に
置
く
コ
ー
ス

研
究

科
及
び
課
程

専
攻

コ
ー
ス

教
育
学
研
究
科

教
職
大
学
院
の
課
程

教
育
実
践
高
度
化
専
攻

学
校
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
コ
ー
ス

教
科
指
導
重
点
コ
ー
ス

児
童
生
徒
発
達
支
援
コ
ー
ス

地
域
・
教
育
課
題
解
決
コ
ー
ス

教
育
学
研
究
科

修
士
課
程

教
育
支
援
高
度
化
専
攻

臨
床
心
理
学
コ
ー
ス

日
本
型
教
育
グ
ロ
ー
バ
ル
コ
ー
ス

教
育
ガ
バ
ナ
ン
ス
キ
ャ
リ
ア
コ
ー
ス

教
育
学

研
究
科

後
期
３

年
博
士
課
程

共
同
教
科
開
発
学
専
攻

研
究
科
及
び
課
程

専
攻

コ
ー
ス

教
育
学
研
究
科

教
職
大
学
院
の
課
程

教
育
実
践
高
度
化
専
攻

学
校
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
コ
ー
ス

教
科
指
導
重
点
コ
ー
ス

児
童
生
徒
発
達
支
援
コ
ー
ス

地
域
・
教
育
課
題
解
決
コ
ー
ス

教
育
学
研
究
科

修
士
課
程

教
育
支
援
高
度
化
専
攻

臨
床
心
理
学
コ
ー
ス

日
本
型
教
育
グ
ロ
ー
バ
ル
コ
ー
ス

教
育
学
研
究
科

後
期
３
年
博
士
課
程

共
同
教
科
開
発
学
専
攻

別
表
第
４
　
（
第
３
４
条
第
１
項
関
係
）
学
部
の
入
学
定
員
，
編
入
学
定
員
及
び
収
容
定
員

別
表
第
４
　
（
第
３
４
条
第
１
項
関
係
）
学
部
の
入
学
定
員
及
び
収
容
定
員

課
　
程

入
学
定
員

２
年
次

編
入
学
定
員

収
容
定
員

学
校
教
員
養
成
課
程

７
２
９

８
２
，
９
４
０

教
育
支

援
専
門
職
養
成
課
程

１
３
０

―
５
２
０

合
　
計

８
５
９

８
３
，
４
６
０

課
　
程

入
学
定
員

収
容
定
員

履
修
上
の
区
分
別
内
訳

初
等
教
育
教
員
養
成
課
程

４
５
５

幼
児
教
育
選
修
　
　
２
５

１
，
８
２
０

教
育
科
学
選
修
　
　
２
５

国
語
選
修
　

　
５
０

社
会
選
修
　

　
６
０

数
学
選
修
　

　
５
０

理
科
選
修
　

　
７
０

生
活
科
選
修
　

　
１
０

音
楽
選
修
　

　
２
５

美
術
選
修
　

　
２
５

保
健
体
育
選
修
　
　
４
０

家
庭
選
修
　

　
３
０

英
語
選
修
　

　
１
５

日
本
語
教
育
選
修
　
２
０

情
報
選
修
　

　
１
０
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中
等
教
育
教
員
養
成
課
程

２
１
０

教
育
科
学
専
攻
　

　
５

８
４
０

国
語
・
書
道
専
攻
　
２
０

社
会
専
攻
　
　
　
　
２
０

数
学
専
攻
　

　
４
０

理
科
専
攻
　

　
５
０

音
楽
専
攻
　

　
５

美
術
専
攻
　

　
５

保
健
体
育
専
攻
　
　
２
０

技
術
専
攻
　

　
１
５

家
庭
専
攻
　

　
５

英
語
専
攻
　

　
１
５

情
報
専
攻
　

　
１
０

特
別
支
援
学
校
教
員
養
成
課

程
３
０

─
１
２
０

養
護
教
諭
養
成
課
程

４
０

─
１
６
０

小
　

　
計

７
３
５

─
２
，
９
４
０

教
育
支
援
専
門
職
養
成
課
程

１
３
０

心
理
コ
ー
ス
　

　
５
０

５
２
０

福
祉
コ
ー
ス
　

　
２
０

教
育
ガ
バ
ナ
ン
ス
コ
ー
ス
　
６
０

合
　
計

８
６
５

─
３
，
４
６
０

別
表
第
５
，
別
表
第
６
　
（
略
）
 

別
表
第
５
，
別
表
第
６
　
（
略
）
 

別
表
第
７
　
（
第
４
２
条
第
２
項
関
係
）

別
表
第
７
　
（
第
４
２
条
第
２
項
関
係
）

学
部
，
大
学
院
及
び
専
攻
科
に
お
い
て
取
得
で
き
る
教
育
職
員
免
許
状

学
部
，
大
学
院
及
び
専
攻
科
に
お
い
て
取
得
で
き
る
教
育
職
員
免
許
状

学
部
の

教
育
組

織

取
得
可
能
免
許
状

種
類

教
科
・
領
域
等

教 育 学 部

学
校

教
員

養
成

課
程

幼
稚
園
教
諭
一
種

免
許
状

幼
稚
園
教
諭
二
種

免
許
状

学
部
の
教
育
組
織

取
得
可
能
免
許
状

教 育 学 部

初 等 教 育 教

幼
児
教
育
選
修

卒
業
要
件
と
し
て
定
め
る
単
位
の
修
得
に
よ
り
取
得
で
き
る
も
の
（
以
下
「
主

免
」
と
い
う
。
）
：
幼
稚
園
教
諭
１
種
免
許
状

卒
業
要
件
以
外
の
単
位
を
併
せ
て
修
得
す
る
こ
と
に
よ
り
取
得
で
き
る
も
の
（
以

下
「
副
免
」
と
い
う
。
）
：
小
学
校
教
諭
１
種
免
許
状

教
育
科
学
選
修

主
免
：
小
学
校
教
諭
１
種
免
許
状
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小
学
校
教
諭
一
種

免
許
状

小
学
校
教
諭
二
種

免
許
状

中
学
校
教
諭
一
種

免
許
状

国
語
，
社
会
，
数
学
，
理
科
，
音
楽
，
美
術
，
保
健
体
育
，
保
健
，
技

術
，
家
庭
，
職
業
指
導
，
英
語
 

中
学
校
教
諭
二
種

免
許
状

高
等
学
校
教
諭
一

種
免
許
状

国
語
，
地
理
歴
史
，
公
民
，
数
学
，
理
科
，
音
楽
，
美
術
，
書
道
，
保

健
体
育
，
保
健
，
家
庭
，
情
報
，
工
業
，
職
業
指
導
，
英
語
 

特
別
支
援
学
校
教

諭
一
種
免
許
状

特
別
支
援
学
校
教

諭
二
種
免
許
状

養
護
教
諭
一
種
免

許
状

員 養 成 課 程

国
語
選
修

副
免
：
中
学
校
教
諭
１
種
免
許
状
［
専
攻
す
る
教
科
］

　
高
等
学
校
教
諭
１
種
免
許
状
［
専
攻
す
る
教
科
］

　
幼
稚
園
教
諭
２
種
免
許
状

［
教
育
科
学
選
修
，
生
活
科
選
修
，
日
本
語
教
育
選
修
及
び
情
報
選
修
の
副
免
の

教
科
は
希
望
教
科
の
中
学
校
教
諭
２
種
免
許
状
を
原
則
と
す
る
。
］

社
会
選
修

数
学
選
修

理
科
選
修

生
活
科
選
修

音
楽
選
修

美
術
選
修

保
健
体
育
選
修

家
庭
選
修

英
語
選
修

日
本
語
教
育
選

修 情
報
選
修

中 等 教 育 教 員 養 成 課 程

教
育
科
学
専
攻

主
免
：
中
学
校
教
諭
１
種
免
許
状
［
専
攻
す
る
教
科
］

副
免
：
小
学
校
教
諭
１
種
免
許
状

高
等
学
校
教
諭
１
種
免
許
状
［
専
攻
す
る
教
科
］

［
教
育
科
学
専
攻
の
副
免
の
教
科
は
希
望
教
科
に
よ
る
。
］

［
教
育
科
学
専
攻
の
副
免
は
小
学
校
教
諭
２
種
免
許
状
を
原
則
と
す
る
。
］

［
情
報
専
攻
の
主
免
は
高
等
学
校
教
諭
１
種
免
許
状
［
情
報
］
と
し
，
副
免
は
次

の
い
ず
れ
か
の
組
み
合
わ
せ
を
原
則
と
す
る
。

・
中
学
校
教
諭
１
種
免
許
状
［
数
学
］
と
高
等
学
校
教
諭
１
種
免
許
状

［
数
学
］

・
中
学
校
教
諭
１
種
免
許
状
［
技
術
］
と
高
等
学
校
教
諭
１
種
免
許
状
［
工
業
］

　
小
学
校
教
諭
の
免
許
状
は
取
得
で
き
な
い
。
］

国
語
・
書
道
専

攻 社
会
専
攻

数
学
専
攻

理
科
専
攻

音
楽
専
攻

美
術
専
攻

保
健
体
育
専
攻

技
術
専
攻

家
庭
専
攻

英
語
専
攻

情
報
専
攻

特
別
支
援
学
校
教

員
養
成
課
程

主
免
：
特
別
支
援
学
校
教
諭
１
種
免
許
状

　
小
学
校
教
諭
１
種
免
許
状

副
免
：
中
学
校
教
諭
２
種
免
許
状
［
希
望
教
科
］

　
幼
稚
園
教
諭
２
種
免
許
状
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改
　
正
（
案
）

現
　
行

養
護
教
諭
養
成
課

程

主
免
：
養
護
教
諭
１
種
免
許
状

副
免
：
中
学
校
教
諭
１
種
免
許
状
［
保
健
］

　
高
等
学
校
教
諭
１
種
免
許
状
［
保
健
］

大
学
院
の
教

育
組
織

取
得
可
能
免

許
状

種
類

教
科

教 育 学 研 究 科

教
育
実

践
高
度

化
専
攻

小
学
校
教

諭
専
修

中
学
校
教

諭
専
修

国
語
，
社
会
，
数
学
，
理
科
，
音
楽
，
美
術
，
保
健
体
育
，
保
健
，
技
術
，
家

庭
，
職
業
，
職
業
指
導
，
英
語
，
ド
イ
ツ
語
，
フ
ラ
ン
ス
語
，
宗
教

高
等
学
校

教
諭

専
修

国
語
，
地
理
歴
史
，
公
民
，
数
学
，
理
科
，
音
楽
，
美
術
，
工
芸
，
書
道
，
保
健

体
育
，
保
健
，
看
護
，
家
庭
，
情
報
，
農
業
，
工
業
，
商
業
，
水
産
，
福
祉
，
商

船
，
職
業
指
導
，
英
語
，
ド
イ
ツ
語
，
フ
ラ
ン
ス
語
，
宗
教

幼
稚
園
教

諭
専
修

養
護
教
諭

専
修

特
別
支
援

学
校
教
諭

専
修

大
学
院
の
教

育
組
織

取
得
可
能
免
許
状

種
類

教
科

教 育 学 研 究 科

教
育
実

践
高
度

化
専
攻

小
学
校
教

諭
専
修

中
学
校
教

諭
専
修

国
語
，
社
会
，
数
学
，
理
科
，
音
楽
，
美
術
，
保
健
体
育
，
保
健
，
技
術
，
家

庭
，
職
業
，
職
業
指
導
，
英
語
，
ド
イ
ツ
語
，
フ
ラ
ン
ス
語
，
宗
教

高
等
学
校

教
諭

専
修

国
語
，
地
理
歴
史
，
公
民
，
数
学
，
理
科
，
音
楽
，
美
術
，
工
芸
，
書
道
，
保
健

体
育
，
保
健
，
看
護
，
家
庭
，
情
報
，
農
業
，
工
業
，
商
業
，
水
産
，
福
祉
，
商

船
，
職
業
指
導
，
英
語
，
ド
イ
ツ
語
，
フ
ラ
ン
ス
語
，
宗
教

幼
稚
園
教

諭
専
修

養
護
教
諭

専
修

特
別
支
援

学
校
教
諭

専
修

専
攻
科
名

取
得
可
能
免
許
状

特
別
支
援
教
育
特
別
専
攻
科

特
別
支
援
学
校
教
諭
１
種
免
許
状

専
攻
科
名

取
得
可
能
免
許
状

特
別
支
援
教
育
特
別
専
攻
科

特
別
支
援
学
校
教
諭
１
種
免
許
状
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愛知教育大学教授会規程 

２００４年　４月　１日

規　程　第　 ３１ 　号

（趣旨）

第１条　この規程は，学校教育法第９３条の規定に基づき，愛知教育大学（以下「本学」とい

う。）の教授会について定める。

（組織）

第２条　教授会は，学長，副学長，教授，准教授，専任講師，助教，助手及び事務局長をもって組

織する。

（審議事項）

第３条　教授会は，学長が次に掲げる事項について決定を行うに当たり意見を述べるものとする。

(1) 学生の入学，卒業及び課程の修了

(2) 学位の授与

(3) 前二号に掲げるもののほか，教育課程の改編に関する事項その他教育研究に関する重要な事

項で，教授会の意見を聴くことが必要なものとして学長が定めるもの

２　教授会は，前項に規定するもののほか，学長がつかさどる教育研究に関する事項について審議

し，及び学長の求めに応じ，意見を述べることができる。

（議長）

第４条　教授会は，学長が招集して議長となる。

２　学長に事故あるときは，学長があらかじめ指名する者が，その職務を代行する。

（開催）

第５条　学長は，第３条に規定する事項を審議するため教授会を開催する。ただし，教授会構成員

の３分の１以上の開催要求があれば，学長は教授会を開かなければならない。

（成立要件）

第６条　教授会は，構成員のうち出席可能者の３分の２以上の出席をもって成立する。

（議決要件）

第７条　議事は，出席者の過半数の賛成をもって決定し，可否同数の場合は議長が決定する。

２　特に重要な事項に関しては，出席者の３分の２以上の賛成をもって決定する。

３　議長は，審議事項の決定について前項による場合は，その旨をあらかじめ明示しなければなら

ない。

（議案の提出）

第８条　教授会への議案の提出者は学長とする。

２　前項のほか，教授会構成員は，１０分の１以上の連署をもって議案を提出することができる。

３　前項による議案は，当該教授会の少なくとも２週間前までに代表者が学長に提出しなければな

らない。

（会議の傍聴）

第９条　教授会は，本学の構成員の傍聴を認める。ただし，議長の判断で傍聴を制限することがで

きる。

（事務）
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第１０条　教授会に関する事務は，総務課において行う。

（規程の改廃）

第１１条　この規程の改廃は，教授会，役員会の議を経て学長が決定する。

（雑則）

第１２条　この規程に定めるもののほか，教授会の運営に関し必要な事項は，教授会，役員会の議

を経て学長が別に定める。

附　則

この規程は，２００４年４月１日から施行する。

附　則（２００６年規程第２１号）

この規程は，２００６年４月１日から施行する。

附　則（２００７年規程第８号）

この規程は，２００７年４月１日から施行する。

附　則（２００７年規程第５６号）

この規程は，２００７年１１月１４日から施行する。

附　則（２００８年規程第６号）

この規程は，２００８年１月２３日から施行し，２００７年１２月２６日から適用する。

附　則（２０１１年規程第４１号）　

この規程は，２０１１年６月８日から施行し，２０１１年４月１日から適用する。　

附　則（２０１５年規程第２２号）

この規程は，２０１５年４月１日から施行する。　

附　則（２０１８年規程第１６号）

この規程は，２０１８年４月１日から施行する。　
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